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〈要  約〉

 本稿 は，現代 企 業 を構 成 す る さま ざまな制 度や ア クテ ィ ビテ ィの あ いだの補 完性 にフ ォー カス を

あてて， 組織 の ミクロ分析 を行 う うえ で， スーパ ー モ ジュ ラー分 析 の枠組 が有 効 で あ るこ とを明 ら

か にす る。 比較制 度分析 と同様 に， 「制 度 が重 要 で あ る」 とい うス タ ン ス を志 向 し， 企業 の 内側 に

入 り込 む こ とに よ って，企 業制 度の 歴史 経路や シス テム的変 化 の理解 が可 能 に な る と考 え られ る。

主 として，本稿 は，現実 世 界 の企 業 を対 象 としたスー バー モ ジュ ラー分析 を進 め て い く際 の 出発 点

と して， 日産 自動 車 のケー ス ・ス タデ ィ を試 み る。

〈 キー ワー ド〉
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3.ス ー パ ー モ ジ ュ ラ ー 分 析 の 数 学

本節では，補完性にかかわる特徴づけを中心にして，数学的概念 を簡潔に紹介 しておこう。

定義1.一 群のアクティビテ ィがある利得にかん して補完的であるとは，任意の一部をより多 く実

行すると，残 りのアクティビティの任意の一部をより多 く実行 した時の追加利得が非減少的である

ことを言 う。

* 本稿 は， 第Ⅰ 部 と第Ⅱ 部 の構 成 とな ってお り， 第1部 につ いて は， 『三 田商 学研 究』 第47巻 第4号

 (2004年10月 号)に 掲 載 した。 そ の ため に， 双方 の参 考 文 献 は，一 括 して第1部 に記 して お い た。 ま

 た， キー ワー ドと要約 につ いて は， 各部 ご とに作 成 す る。
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 一群 の ア ク テ ィ ビテ ィ を,n個 の 変 x,, xZ,…,xnで 表 し,利 得 は,利 得 関 f（x、, x2,…,xn） で

表 され る とす る。 利 得 関 数 は,x=（x、, xa,…,xn） にか ん して 単 調 増 加 で あ る こ とを仮 定 す る。 も し

利得 関 数 が 十 分 に ス ム ー ス で あ れ ば,す で に み た よ うに,補 完 性 の 定 義 は,各 点 に お け る2階 偏 微

分 係 数 ∂a2f'x
Zax；（苅,…,xn） が つ 鯛 卜負 で あ る こ と と 同値 で あ る・ し か しな が ら・ 利 得 関 数 に 可 微

分 性 を要 求 す る こ とは,わ れ わ れ の 目的 に と って は 強 す ぎ る。 と.くに,選 択 変 数 と して 離 散 的 な選

択 肢 を考 え た い 場 合 もあ る。 した が って,補 完 性 を応 用 可 能 な形 で 数 理 的 に定 式 化 す るた め に は,

新 し い道 具 立 て が 必 要 に な る。 そ の た め に,ま ず 束 （ラテ ィス） と い う概 念 を導 入 し,そ の う え で,

東上 の 関 数 と して,ス ー パ ー モ ジ ュ ラー 関 数 を定 義 し よ う。

定 義2.集 合Xが 束 で あ る と は,Xは （半）順 序 づ け られ て い て,か つ, Xに 含 ま れ る任 意 の 要

素xとyに た い して,xとyの 最 小 上 界x>.Yと,最 大 下 界x〈yを もつ こ と で あ る。

定義3.束Xの 部分集合Sが 部分束であるとは,sの 任意の要素xとyに たい して,最 小上界

x>yと,最 大下界x〈yが ともにsに 属することを言う。

 われ わ れ は,多 くの状 況 で,選 択 可 能 な許 容 集 合 が部 分 束 で あ る こ とを要 求 す る。 この 条 件 は,

補 完 性 が成 立 す る た め の 前 提 条 件 と考 え られ る。 こ の 叙 述 を否 定 して,も し許 容 集 合 が 部 分 束 で な

い とす る。 っ ま り,あ るxとyに た い して,x〈yま た はx>yが 許 容 集 合 に 入 ら な い とす る。 こ

の と き,た と えば,現 状 を （xl, xz） と して,よ り フ レ キ シ ブ ル な生 産 設備 へ の投 資 の 増 加 （これ を

x=（ 殖+α,x,）,α>0,で 表 す） が,製 品 ラ イ ン の 拡 大 （これ をy一 （xl,x、+β ）,β>0,で 表 す） を妨

げ る 可 能 性 が あ る。 な ぜ な ら,x〈y=（ 殞, xz） は,現 状 と し て 許 容 集 合 に 入 っ て い る の で,

x>y=（xl+α,x2+β ）,設 備 投 資 と製 品 ラ イ ンの 拡 大 と を同 時 に 実 現 し た 状 況 が何 らか の 理 由 で

許容 さ れ な い こ とに な るか らで あ る。

定 義4.束Xか ら実 数 へ の 関 数.fが ス ー パ ー モ ジ ュ ラ ー で あ る とは, Xに 含 ま れ る任 意 のxと.Y

にた い して}

ノ（x）一.f（x〈y）<f（x>y）_f（y）

が 成 立 す る こ と を言 う。 ま た,と くに,!が ス ーパ ー モ ジ ュ ラ ー な利 得 関 数 の と き,fの 各 変 数 は,

（利得 関 数fに か ん して互 い に）補 完 的 で あ る と言 う。

スー パ ー モ ジ ュー ル 性 の 定 義 式 は,移 項 す れ ば 容 易 に わ か る よ うに,
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              .f（y）_f（x〈y）≦∫（x>y）_f（x）

と同値であることから,補 完性の定義は,対 称的であることが理解されよう。

                       28）
定 義5.束X= ni_IXi（ た だ し,そ れ ぞ れ のXZは 鎖 （chain）） と し, fをX上 の 実 数値 関 数 と

す る 。fが 差 分 増 加 性 を も つ と は,任 意 のZ,ノ ：1≦ 件 ノ≦：nに た い し て,

        .f（xt, x',x-ZJ （xi, x；, x-ij） ≦ ∫（r.x a, x'J, x-ij-f（rx 2, x；, x-Z；）

が 任 意 の  rx2<x i∈XZ,任 意 のx；<_x'； ∈X；,そ し て 任 意 のx.ti E k=1k$i
, jXkに た い して 成 り 立 つ こ

と を言 う。

 こ れ は,ア ク テ ィ ビ テ ィZを よ り 多 く実 行 す る （す な わ ち,rx aと す る） と,残 りの ア ク テ ィ ビ

テ ィ の一 部 （た とえば,ア クテ ィ ビテ ィ ノ） を よ り多 く実 行 した （す な わち,x； か ら ix；に増加 させ た）

と きの 追加 利 得 が 上 昇 す る こ と を表 して い る の で,定 義1の （戦 略 的）補 完 性 を定 式化 した もの と

な っ て い る。 スー パ ー モ ジ ュ ー ル 性 の概 念 は,応 用 上 重 要 な 多 くの 局 面 で,以 上 の考 えの 言 い換 え

とな っ て い る。 こ の こ とを定 式化 し た の が,定 理1で あ る。

定 理1（Topkis）.束X= nZ-1Xz（ た だ し,そ れ ぞ れ のXzは 鎖 ） と し,〆 はX上 の 実 数 値 関 数

と す る。 この と き,.fが ス ー パ ー モ ジ ュ ラ ー で あ る こ と と, fが 差 分 増 加 性 を もつ こ と は 同 値 で あ

る。

 さ らに,簡 便 な こ とに,多 変 数 の 場 合 で も,ス ー パ ー モ ジ ュ ー ル 性 の確 認 は,任 意 の2変 数 ず つ

行 っ て い け ば よ い。 つ ま り,定 理1の 系 と して,以 下 の こ とが 成 立 す る。

系1（Topkis）.束X= ni-1XZ（ た だ し,そ れ ぞ れ のxzは 鎖 ） 上 の 実 数 値 関 数fが ス ー パ ー モ

ジ ュ ラ ー で あ る こ と は,任 意 のZ,7：1≦ 片 ブ≦%に た い し て,.f（xi, x；, x-2Jが2変 数 （xi, x；）の 関

数 と し て ス ー パ ー モ ジ ュ ラ ー で あ る こ と と 同 値 で あ る 。

証明.定 理1と,差 分増加性の定義から明らかである。 0

28） すべ ての 要素 同士 が,順 序づ け られ て い るこ とを言 う。Rは,も ち ろん 鎖 で あ る。 われ わ れ の 目

 的 には,{0,1}の よ うな離散 的 な選 択 変数 も考 慮 しなけれ ば な らない の で,両 者 を含 む概 念 と して,

 鎖 が 必要 とな る。 また,こ こでの差分 増加 性 の定義 は,最 も一般 的 な形 で はな い。
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ここで,ス ーパーモジュール性 を特徴づけているもう1つ の性質 を示 しておきたい。すなわち,

系2（Milgrom and Roberts）.束X=rLl凡 （た だ し,そ れ ぞ れ のXiは 鎖 ） 上 の 実 数 値 関 数

f（xl,”。, xn）が ス ーパ ー モ ジ ュ ラ ー で あ る必 要 十 分 条 件 は,Xに 属 す る任 意 の 相 異 な るx, y：y≦ ；κ

に た い して,

                    れ

              f（x）一f（y）；≧Σ （f（κi,y-i）一f（y））
                    i=1

が 成 立 す る こ とで あ る。 こ こで,（Xi, y-i）は, yの 第i変 数 の値 の みUiに 変 更 したXの 要 素 を 表

す 。

証 明.定 理1よ り,差 分 増加 性 との 同値 性 を示 せ ば よ い。 まず,fが 差 分 増加 的 な らば,

          f（x）一f（y）=f（ κ、,…,κn）一f（y、,…,yn）

                +!（,yl, x2,”',xn）一f（yl, y、, X、,…,κ。）

                十 … 十f（yl,…, yn-1,κn）一〆（yl,…,Yn）

                ≧f（κ1,Y2,…,yn） 一f（：y）

                十f（y、,κ2,y3,…, yn）一f（y）

                十 … 十ノ（y1,…, Yn-1,κn）一f（y）
                り

               =Σ （ノ（」Ui, Y-i）一f（y））.
                i=1

逆 の 関 係 を示 す た め に,xとyが2つ の 異 な る座 標 」と ブで 異 な る場 合 の 不 等 式 を考 え る と,

         f（xi, xあy一=；）_f（.Y）≧!（Ui, y-i）一f（y）+f（ κブ, y-」）一!（y）

が成 立 して い る こ とに な る。 移 項 す る と,

            f（κi,紛,y一の 一f（」Ui, Y-i） 2）f（X」, y一ブ）一f（y）

で,こ れ は ∫が 差 分 増 加 的 で あ る こ と を示 して い る。 □

 系2に おける不等式は,左 辺が全要素の同時的な増加か らえられる利得の増分 を表し,右 辺が個

別的な増加か らえられる利得の増分の総和 を表す,と 解釈で きることか ら,「全体は,部 分の総和

以上のものである」 というシナジー とシステム効果にかんす る直観的なアイデアの定式化を与えう

る。また,特 別な場合 として,右 辺の個別的な増加からえられる利得の：増分が,す べて負 となった

としても,同 時に増加 させた場合の利得の増分は,正 の値をとる状況はおこりうるであろう。 これ

は,組 織 イノベー ションにおいて,全 次元における整合的な修正が実行可能である場合に,た とえ

効果があるとしても,断 片的に段階を分けて,ピ ース ミールの修正を進めていくことは,イ ノベー
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ションの失敗につなが りうることを説明している。

 最後に,ス ーパーモジュラー分析において,含 みの多い定理 として,次 の明確な比較静学が成立

す る。

定 理2（T。pkis）. Xと ⑧ を束 と し, SはX× ⑭ の 部 分 束 と す る。 こ こで, x∈Xは,企 業 の 選 択

変 数 の ベ ク トル,θ ∈⑨ はs外 部 の環 境 変 数 を 表 す ベ ク トル と考 え て い る。S上 の 実 数値 関 数fが

ス ー パ ー モ ジ ュ ラ ー で あ る とす る。 この と き,各 θ に た い して,x∈X： （x,θ）∈Sを 選 択 す る こ

と に よ っ てs関 数fの 値 を 最 大 化 す る 元 （の1つ の 選 択 ） をx*（ θ）と す る。 つ ま り,

x*（θ）∈a瑤 腿x∫ （x・θ）とす る と潤 数 ：θト蝋 θ）は・ 値 が 空 と な ら な い θ に か ん して ・ 単 調

非 減 少 で あ る。

 この定理の帰結 として,選 択変数は,環 境変化に応 じてシステム的ない し整合的に上昇 ・下降す

る傾向があることがわか る。また,1つ の選択変数を増加させ るような （環境）変化は,全 選択変

数の増加 を導 く。さらに,最 適化 をつ うじて,1つ の選択変 x；、に生 じる変化の大 きさは,環 境

変数 θが変化 し,そ れにたいして,他 の選択変数 も最適に補正 され るのであれば,他 の選択変数

値が固定 されているときよりも大 きくなる。この ような乗数効果が働 くために,ス ーパーモジュ

ラー関係が成立 している状態では,尤 度の高い将来予測が可能 となる。換言す ると,企 業発展の経

路依存性の説明 も可能になる,と いうことである。つ ま り,環 境変化 に対応 して,組 織 イノベー

ションを実行する企業は,既 存の経営要素に補完的な特質 を,追 加あるいは強化することによって,

収益の最大化 を図るはずである。 こうした主張が,定 理2の 変種 としてモデル化することが可能に

なる。それでは,次 に,こ れらの数学的な分析的概念装置を背景 として,現 実世界の企業 を対象 と

したスーパーモジュラー分析 を進めていく際の出発点 として,日 産 自動車のケース ・スタディにふ

れておこう。

4.企 業の スーパーモ ジュ ラー分析 に向けて'日 産 自動車株式会社 のケース

（a）企業経営の歴史経路

 日産コンツェルンの創始者 として知 られる鮎川義i介は,1933年 に自動車製造株式会社 を横浜市に
   29）

設 立 した 。 こ の 会 社 は,1934年 に 日産 自動 車 株 式 会 社 （以下,日 産 ） に 改 称 され,1935年 小 型 自動

車 ダ ッ トサ ンの 販 売 を開 始 し,「 旗 は 日 の丸,車 は ダ ッ トサ ン」 とい うフ レー ズ に も示 され て い る

よ うに,日 本 の 産 業 発 展 の シ ン ボ ル 的 な存 在 に な っ て い った 。 わ れ わ れ は,日 産 の 創 業 か ら現 在 に

29） 本 節 で は,社 史や 財務 情報 に か ん す るデー タは,日 産 のHP（http：//www.nissan-global.com）

  か ら主 に え た もの で ある。
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至 る長期 的 な期 間 に フ ォー カ ス を あ て るの で は な く,む しろ ル ノー との 提 携 前 後 の 短期 的 な期 間 に

限定 す る。 そ れ に よ っ て,カ ル ロ ス ・ゴー ン （Carlos Ghosn） に よ る リー ダ ー シ ップ が,日 産 の企 業

                               30）

制 度 の 変 化 を誘 発 し たプ ロ セ ス を よ り明確 に 説 明 で き る,と 考 えて い る。 さ らに,企 業 の スー パ ー

モ ジ ュ ラー 分 析 に 向 け て,日 産 とい う1つ の 企 業 の い くつ か の ドメ イ ン で 生 成 した制 度 間 の 関係 を

概 略 して み た い。

 日産 は,2000年3月 期 に6,844億 円 の 赤 字 を計 上 した が,2003年3月 期 に は4,952億 円 の 当期 純 利

益 を実 現 す る に 至 っ た。 また 売 上 高 をみ る と,2000年3月 期 に5兆9,771億 円 で あ っ た もの が,2003

年3月 期 に は6兆8,286億 円 へ と増 加 し た。 さ ら に 同 時 期 に つ い て,自 動 車 事 業 実 質 有 利 子 負 債 の

動 き を み て み る と,1兆3,487億 円 か ち 一86億 円 へ と推 移 して い る （以上 の値 は,連 結 べ一 ス）。 な

ぜ 日産 は,巨 額 の 赤 字 と有 利 子 負 債 を計 上 す る に至 っ た の で あ ろ うか 。 そ して,外 国企 業 に資 本 提

携 を求 め,経 営 者 の 派 遣 を要 請 す る ほ ど まで に深 刻 化 し て い た 危 機 は,な ぜ 比 較 的 短 期 間 の うち に

解 決 され たの で あ ろ うか 。 この 問 題 を理 解 す る に は,ま ず 日産 の 経 営 に か ん す る歴 史 経 路 を 明 らか

にす る必 要 が あ ろ う。

 周 知 の ご と く企 業 は,ス テ イ ク ホ ル ダ ー か らな る社 会 制 度 で あ っ て,ト ップ ・マ ネ ジ メ ン トが 彼

らの利 害 を コー デ ィネ ー トして い る （Berle and Means 1932；Aoki 1984；植 竹1996） 。 こ の 意 味 で も,

企 業 経 営 の 歴 史経 路 に フ ォー カ ス を あ て る営 み は,十 分 な意 味 を も っ て い よ う。 さ らに,企 業 とい

う もの は,複 数 の ドメ イ ン に よ っ て構 成 され て お り,全 体 的 な 経 営 パ フ ォ ー マ ン ス は,各 ドメ イ ン

の 均 衡 （す な わち,企 業制 度） の 性 質 に よ っ て左 右 され て い る。 わ れ わ れ の 場 合,ト ップ ・マ ネ ジ メ

ン トに よ る戦 略 的 意 思 決 定 や リー ダー シ ップ の あ り方 が,企 業 制 度 の変 化 をつ う じて 経 営 パ フ ォ ー

              31）
マ ン ス を左 右 す る,と 考 え て い る。

 ま ず,わ れ わ れ は,Coase（1937） に し たが って,権 限 シ ス テ ム と して の 企 業 の 働 き を理 解 す る

うえ で,雇 用 関 係 が 本 質 的 だ とみ な し,企 業 と労 働 者 との あ い だ の 雇 用 ドメ イ ン につ い て 検 討 を試

み る こ とに し よ う。 こ の 点 に つ い て 指 摘 す れ ば,日 産 は 深 刻 な 労 働 争 議 を経 験 し て き た。 と くに

1949年,約1700人 の 人 員 削 減 を発 表 した こ とを契 機 に,い わ ゆ る 日産 争 議 が 生 じた の だ が,こ れ に

よ っ て本 来 の 労 働 組 合 とは別 に,若 手 の労 働 者 を 中心 と し て 第 二 組 合 が 生 成 し た。 労 働 争 議 の 収 拾

に つ い て 言 えば,日 本 興 業 銀 行 か ら派 遣 され た川 又 克 二 と第 二 組 合の 双 方 が は た した役 割 は,き わ

め て 大 きか っ た。 と くに,第 二 組 合 会 長 の塩 路 一 郎 は,激 しい ス トラ イ キ を先 導 して い た 共 産 党 系

30） ただ し,本 稿 では,紙 幅 の都合 でその検 討 を省 か ざ るをえ ない。 詳細 につ い ては,わ れ われ が発 表

 す る予定 の近著 を参 照 され た い。

31） この よ うな トップ ダ ウン型 の設計 主義 的 な考 え方 につ いて は,組 織学 習や ボ トム ・ア ップ型 の知 識

 移 転 な どの創発 性 を考慮 して いな い,と い う批 判 が予 想 され る。 だが,本 稿 で は,企 業 は 「権 限 メカ

 ニ ズム」 （Coase 1937） や 「見 え る手 」 （Chandler 1977） で あっ て,ト ップ ・マネ ジ メン トに よる意 識

 的 な経営 コー デ ィネー シ ョンが本 質 的だ とみ なす。
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                                        32）
の 第 一 組合 の勢 い をお さめ た 功 に よ り,労 組 サ イ ドの 経 営 に た いす る発 言 力 を強 め て い っ た。 過 剰

な労 使 協 調 路 線 を志 向 した 川 又 は,1957年 か ら1973年 ま で社 長 をつ とめ,そ の 後 任 を岩 越 忠 恕 に ゆ

ず る こ と に な っ た 。

 そ して,1977年 に社 長 に就 任 した石 原 俊 は,そ う し た労 使 関係 の あ り方 を破 壊 して い っ た。 す な

わ ち彼 は,1983年 に イ ギ リス 進 出 とい う戦 略 的 意 思 決 定 に 反対 す る趣 旨 の 記 者 会 見 を行 っ た組 合 に

た い して,怒 り をあ ら わ に した 。 そ う した 組 合 を 主 導 した塩 路 の 専 制 的行 動 は,日 産 の 経 営 に た い

す る障 害 に な り,経 営 陣 か らだ け で な く,労 働 組 合 か ら も反 感 をか うよ うに な っ た 。 か く して,日

産 の経 営 パ フ ォ ー マ ン ス の劣 化 を もた ら し た一 因 と して,そ う し た不 適 切 な労 使 関係 は無 視 で き な

              33）
い もの だ っ た,と 言 え る で あ ろ う。

 石 原 は,1985年 ま で社 長 をつ とめ た が,こ と あ る ご とに 「トヨ タ追 撃 は 日産 の使 命 な ん で す 」

（佃1999,p.66） と述 べ て い た 。 日産 は,ト ヨ タ を追 撃 す る た め に,積 極 的 な 海 外 戦 略 を掲 げ て 海
                                     34）

外 現 地 生 産 を展 開 し て い っ た。 日産 の1980年 代 の 海 外 戦 略 は,「 グ ロー バ ル カー 構 想 」 と呼 ば れ る

もの で あ る。 要 す るに,そ れ は,日 産 の グ ロー バ ル な 生 産 能 力 を増 大 させ るが,日 本 で の 設 備 投 資

を減 ら して い く,と い う考 え 方 で あ る。 つ ま り,日 本 か らの 自動 車 輸 出 が 困 難 に な る,と い う予 測

の 下,世 界 の主 要 な 市 場 に生 産 拠 点 を確 立 す る。 と くに,保 護 貿 易 主 義 的 な 動 きが み られ る ア メ リ

カ と ヨー ロ ッパ で 生 産 を展 開 して い く。 また,す で に稼 動 して い る メ キ シ コ とオー ス トラ リア の 生

産 拠 点 を拡 充 し,日 本 国 内 で の 設 備 投 資 は 減 らす 。

 こ う した考 え 方 の 下,1981年2月 に 米 国 日産 自動 車 製 造 会 社 （NMMC：Nissan Motor Manu-

facturing Corporations） は,テ ネ シー 州 スマ ー ナ に お い て工 場 の 建 設 に 着 手 した 。 ま た1983年1月

に,ダ ッ トサ ン トラ ッ クの 生 産 試 作 を 開 始 した が,高 品 質 確 保 と生 産 性 向上 の た め に,220台 の ロ

                          35）

ポ ッ トを配 置 した り,塗 装 工 程 の 自動 化 な ど を進 め て い っ た。 ま た ヨー ロ ッパ にっ い て は,ス ペ イ

ンの バ ル セ ロナ に本 社 を擁 す る モ トー ル ・イベ リカ （Motor Iberica） へ の 資 本 参 加 を1980年1月 に

行 っ た の に 加 え て,1980年10月 に イ タ リア の ア ル フ ァ ロ メ オ （Alfa Romeo） との合 弁 事 業 契 約 を締

結 し,ア ル フ ァ ロ メオ 日産 自動 車 株 式 会 社 （ARNA：Alfa Romeo e Nissan Autoveicoli） を 設 立 し,

ヨー ロ ッパ で の 本 格 的 な 乗 用 車 生 産 に 参 入 し た。 さ ら に,1981年9月 に は,ド イ ツ の フ ォ ル クス

32） 塩 路氏 は,川 又社 長 との あ いだ に親密 な関係 を築 き,入 社 式 で は,社 長 の次 に挨拶 す る までに な っ

 た。 だが1984年 に,彼 の スキ ャ ンダルが 露呈 した こ とを契機 として,労 働 貴 族 の権 威 は失 墜 を余 儀 な

 くされ た。 た とえば,日 本 経済新 聞社 編 （1995） と板垣 （2001）を参 照 。

33） 石 原社 長 は,後 に 「自分 の社 長 時代 は,七 割 の力 を労 使 問題 に使 わ な くて は な らなか った」 （日本

 経 済 新 聞社 編1995,p.104） と述 懐 して い る よ うに,日 産 とい う企 業 組織 の 不安 定 な 内部環 境 は,

 適 切 な会社 運 営の 障害 に なっ てい た こ とが推 測 で きよ う。

34） 日産 の グローバ ル カー構 想 につ いて,詳 し くは,山 一証 券経 済研 究所 編 （ユ980）を参照。

35） 現場 のス キル 向上 のため に,NMMC実 習生 の受 け入 れが,九 州 工場 を中心 と した 日本 各 地 の工 場

 で実 施 され,彼 らは,約10週 間ほ ど各地 に滞在 した。 プ レス,塗 装,保 全,お よび検査 な どの職 種 に

 つ いて,実 習 生 の数 は335人 に達 した。詳 し くは,日 産 自動 車編 （1985）,pp.199-200.を 参 照。
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ワーゲン （VW：Volkswagen） とのあいだで,日 本での小型乗用車サンタナの生産 について協力契

約が締結 されただけでな く,1984年4月 に英国 日産 自動車製造会社 （Nissan Motor Manufacturing

UK Ltd.）を設立し,他 社に先駆けて乗用車のKD工 場 を建設 した。

 このように石原社長は,生 産についてグローバルな体制の拡充 を積極的に進めていった反面,販
                                     36）
売網の弱 さこそが,ト ヨタとの差 を生み出した主な原因にほかならない,と いう認識 を抱いていた。

トヨタは,ト ヨタ自動車販売の初代社長であった神谷正太郎の主導の下,製 販分離を基礎 とした量

産 と量販に適合的なシステムの構築 によって,複 数販売店制への移行 を実現 し,「販売の トヨタ」

としての地位 を確立 した。これにたい して,日 産の場合,地 元の有力ディー ラーを トヨタに先にお

さzら れてしまい,生 産の比重が高まり,販 売網の整備がたちお くれて しまった。こうした状況の

下,石 原社長は,ト ヨタのベンチマーキングをつ うじて,販 売網の強化策 をとっていった。たとえ

ば従来,SS提 携推進事務局 として,ユ ーザー情報の交換やサービス技術情報の提供 を府県 レベル

で行 っていた機関を改称 し,1977年 から地域 レベルでの販売促進 を図る機関 として,日 産販売情報

事務局が誕生することになった。 またさらに,最 もユーザー層の広い大衆車 を扱うチェ リー店は,

1982年 にバルサーショップ として再編され,そ の翌年には363店 にまで到達 し,大 衆車の販売を促
        37）す

ことが期待 された。

 このように 日産は,石 原社長の時代に労使関係の歪みに苦悩 しつつ も,グ ローバル戦略の推進 と

国内販売網の整備 を進めていったのだが,そ の際,1つ の重大な変化が生 じることになった。すな

わちそれは,CI戦 略にかんする変化である。 これまで海外において,日 産車がDATSUN（ ダット

サン） というブラン ドで販売されて,高 性能 と高品質の日本車 としての名声を確立 した。 しか しあ

いに く,そ うした製品を生産 している企業の名は,ほ とんど人々のあいだで認知 されていなかった。

そこで,1981年7月 に,NISSAN（ ニッサン）の名 を広めるために,海 外でのブラン ド名変更を決
                    38）
定する,と いうCI戦 略が採用されるに至った。
                        39） 

1985年,石 原社長の次に社長に就任 したのは,久 米豊であった。実際に彼は,1990年 を 「グロー

バル元年」 と位置づけて,現 地生産,現 地人による経営,現 地での国産化率の向上,開 発機能の現

地化,そ して現地における政策決定の増大 を重視 した。 この点で,石 原路線 を忠実に継承 し,そ の

発展 を試みたとみなせ よう。また久米は,以 下のような企業理念 と経営指針 を定めて,従 業員にそ

36） イン タビュー の なか で,石 原社 長 は 「ウチ と トヨタ と差が つ いた最 大 の原 因は,や っぱ り販売網 を

 どう して も強化 で きなか った とい うこ とな ど,い ろん な理 由が あ るんです け どね。 … … 日産 店,モ ー

 ター店 につ い ては,そ んな に トヨタ と差 はな い と私 は思 う。 問題 は トヨタがパ プ リカ店 を早 くつ くっ

 た とい うこ とが,い ま 日産 との大 きな差 じゃない ですか 。 いわ ゆ る大 衆車 店 の差。 む こ うのパ プ リカ

 店,カ ロー ラ店 の 強 さ と,ウ チ の サ ニー 店,チ ェ リー 店 との違 いが や っぱ りち ょっ とあ る と思 う」

 （梶 原1980,p.275-276） と述べ て い た。

37） 詳 し くは,日 産 自動 車 編 （1985）,p.17.を 参 照。

38） 詳 し くは,日 産 自動車 編 （1985）,pp.196-197.を 参 照。

39） 以下 の記 述 につ いて は,小 宮 （1990）に負 うところが大 きい。
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れ ら を記 した プ ラ ス チ ッ ク ・カー ドを携 帯 させ た 。 す な わ ち,
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企業理念  わたくしたちは 「お客 さまの満足」を第一.と して,お 客 さまを創造 し,お 客 さまを

拡げて くことにより,さ らに豊かな社会の発展に貢献す る。

経営指針

（1）常に世界のマーケットに密着 し,創 造的で信頼性の高い技術によって,魅 力のある商品を創 る。

（2）常にお客 さまの心 を心 として,い つ も変わらぬ誠意のたゆまぬ努力を以て,お 客 さまに最大の

  満足 を提供する。

（3）常に世界に眼を向け,世 界を活動の場所 としなが ら,強 健な企業力を養い,時 代 とともに成長

  してゆ く。

（4）常に新 しい目標に果敢に挑戦 し,行 動す る,活 力溢れる人間集団を形成す る。

久 米社 長 は,こ う した ビ ジ ョン の下,労 使 関 係 の 紛 糾 に よ って 疲 弊 した 組 織 の 活 性 化,そ して それ

に よ って 傷 つ い た ブ ラ ン ド・イ メー ジの 向 上 を 目指 して,広 報 宣 伝 活 動 に 力 を 入 れ る 一 方 で,い わ

ば フ リー ハ ン ドの 技 術 開発 を容 認 して い っ た。 そ の 結 果,若 手 デ ザ イ ナ ー 達 の ボ トム ア ップ に よ っ

て1987年 に はBe-1が 発 表 され,ま た1988年 に は,「 シー マ 現 象 」 と い う流 行 語 の も とに も な っ た

高 級 乗 用 車 シー マ が 発 表 され た。 さ らに,石 原体 制 の と き と同 様,販 売 網 の 強化 に 取 り組 み,1988

年 にN-MAX5000と い うプ ロ グ ラ ム の下,5,000億 円 を投 入 した。 そ れ が 功 を奏 して,1989年 に は,
                                    40）

売 上 台 数 は583万 台 に 達 し,前 年 度 比17%増 とい う高 い パ フ ォ ー マ ン ス を実 現 した。

                                         41； 
この よ うに 拡 大 路 線 をひ たす ら突 き進 ん だ石 原 と久 米 の体 制 は,15年 余 に わ た って 続 い た わ け だ

が,キ ャ ッ シュ フ ロー 経 営 の 考 え 方 か ら乖 離 した 彼 ら の過 剰 投 資 は,巨 額 の 負債 と売 上 高 の低 下 と

い う負 の 遺 産 の 生 成 へ とつ なが っ て し ま っ た よ うに 思 わ れ る。1992年,負 の遺 産 を引 き継 い で社 長

に就 任 した の は,辻 義 文 で あ っ た。 彼 は,1993年 に 事 業 構 造 改 革 とい うプ ロ グ ラム を発 表 し た。 す

な わ ち そ れ は,販 売 会 社 へ の 出 向 強化,車 種 ・部 品 の 削減 と共 有 化,座 間工 場 の 閉 鎖,海 外 事 業 の

体 質 強 化,5,000人 の 人 員 削減,そ して 資産 の 有 効 活 用 と在 庫 圧 縮 とい っ た 内容 を含 む もの で あ っ

た 。

 そ の なか で も,と くに 注 目す べ き辻 の 戦 略 的 意 思 決 定 は,座 間 工 場 の 閉 鎖 で あ ろ う。 中 国 の 郡 小

平 も訪 れ た こ との あ る 日本 屈 指 の名 門 工 場 は,1995年3月 に そ の オペ レー シ ョ ンが 停 止 され た。 工

40） 詳 し くは,グ ロー ビス編 （2002）を参 照 。

41） と くに石 原 は,経 営企 画部 門 を重 用 し,「 日産 に企 画 を作 らせ た ら業 界 随一 。 しか し,日 産 はそ れ

  で安 心 して しま う」 （日本 経済 新 聞社 編1995,p.119） とい った雰 囲気 を組 織 に生 み 出 した。 久米 は,

  積 極 的 な ビジ ョン をかか げ て,企 画 の実効 化 を と もな わな いそ うした雰 囲気 を破 壊 しよ う としたが,

  この 点でか な らず しも成 功 した とは 言 えない。
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場閉鎖の発表が行 われたのは,1993年2月 に東京証券取引所 内の記者クラブにおいて,業 績予想の

修正発表がなされていたときであった。1992年3月 期決算 で 日産単独の経常利益は,878億 円で

あったが,1993年3月 期決算で上場以来初 の赤字 を計上 し,そ の額 は263億 円にものぼった。そう

した経営の再建 を図るために選択 されたのが,座 間工場の閉鎖 という幾分ラディカルな手段であっ

た。この点にかん して,辻 は以下の ように述べていた。すなわち,「工場に三本のラインがあると

したら,そ のなかの一本 を閉めるというや り方は,そ れまでにもあ りました。 しか し私の経験だと,

それだ と （効果的な）経費の削減につながらない。一本のラインを閉めた としても,た とえば警備

の人を削減す るわけにはいきませんからね。やは り,工 場単位で閉めることを決心 しなければなら

なかった」 （前屋2004,p.7） と。

 一貫 して生産部門に携わった後,社 長の座についた辻は,も ちろん生産現場の効率化の仕方につ

いては精通 していたはずである。 さらに,辻 を社長 として指名 した前社長の久米は,1963年 から座

間工場開設準備室付 として建設にかかわるだけでなく,1969年 か ら座間工場の初代工務部長の役職

についていた。 これ らに加 えて,円 高の加速化 という環境変化が生 じていた。辻に とって,前 社長

の息、がかかっていたとしても,座 間工場 を閉鎖する以外に道は残 されていなかったのか もしれな
42）
い。ただ し,工 場閉鎖が組織に及ぼしたインパ ク トの解釈については,組 織全体 で隔た りがあった

ようである。すなわち,座 間工場の閉鎖 にかんして,経 営サイ ドでは,危 機意識の高揚に成功 した,

という好意的解釈 をしていたのにたいして,社 内には,余 剰生産能力の整理に寄与 したとして も,
                                     43）
従業員にそれほど危機感 をもたらしてはいない,と いう否定的解釈が存在 していた。

 また,辻 体制の時代にアメリカの小型車市場では,ホ ンダのシビック,ト ヨタのカC7 ラ,そ し

て 日産のセン トラ （日本名サニー）が競争を展開 していたが,1994年 にクライスラーは,日 本車 キ

ラー として開発 をつづけてきたネオンを発表 した。これをうけて,日 本の 自動車メーカーは,ネ オ

ンをとりよせて リバース ・エンジニア リングを行 うことによって,ア メリカ ・サイ ドの部品や技術

の進歩の度・合を検証 した。 日産は,ネ オンの発表後に8代 目の新型サニーを発表した。それは,旧

型 よりも4万 円の値上げを実施 したものの,リ ーンバーン化 を想定 した最先端のエンジン,お よび

マルチ リンク・ビーム式サスペ ンションを塔載 し,専 門家か ら高い評価 をえることに成功 した。だ

が,そ の発表に対抗する形で,ト ヨタはカロー ラの大幅な値引 きを実施したために,サ ニーは高い,

という印象が市場で形成されて しまい,国 内販売の不振が招来されることになった。辻社長 自身,

「消費者が求める価格帯からずれた値付 けをしたマーケティングの失敗だった」（日本経済新聞社編

1995,p.70） と述べて,サ ニーの失敗を認めざるをえない状況におかれた。 さらに,1994年 に発表

42） 工 場 閉鎖や 人 員削減 とい う手段 をつ う じて,本 業 での 損益分 岐 点 を引下 げ る こ とに よ って,営 業利

 益 の黒 字化 を実 現 で きた と して も,営 業 外 損失 が深刻 な水 準 に とどま ってい るか ぎ り,最 終 損益 の改

 善 に はつ なが らな いで あろ う。 その意 味 で,巨 額 の負債 とい う石 原 ・久米体 制 下の 負 の遺産 は,常 識

 の 範囲 に とどま る水 準 では なか ったの だ ろ う。

43） 詳 し くは,前 屋 （2004）,pp.33-36.を 参 照 。
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した小型オフロー ドタイプRVの ラシー ンにしても,適 切なユーザーのニーズを把握せぬまま,

単に トヨタのRAV4に たいする対抗車種 として開発された。

 座間工場の閉鎖に代表されるように,辻 は,断 固たる経営改革を実行 したのだが,パ フォーマン
                                       44；
ス の改 善 を導 くこ とが で きな か っ た。 そ の 後 を うけ て,1996年 に 塙 義 一 が社 長 に な っ た。 塙 は,連

結 べ 一 ス で2000年 ま で に,売 上 高 営 業 利 益 率5%,有 利 子 負 債1兆 円 削 減,そ して マ ー ケ ッ ト ・

シ ェ ア25%の 実 現 をは たす,と い う 目標 を掲 げ た が,パ フ ォー マ ン ス は悪 化 の 一 途 をた ど っ て い っ

た。 そ こで 彼 は,1998年5月 に グ ロー バ ル事 業 革 新 とい うプ ロ グ ラ ム を コ ンサ ル タ ン トの 助 力 をえ

なが ら,ま とめ あ げ た 。 つ ま りそれ は,国 内4系 列 の 販 売 店 を2系 列 に統 合,プ ラ ッ トホー ム の 削

減,生 産 ラ イ ン の統 廃 合,ア メ リカ事 業 再 建 とア ジ ア新 規 事 業 の 凍 結,間 接 部 門2,000人 削 減,そ

して 資 産 圧 縮,と い っ た 内容 を含 む もの で あ っ た。

 と くに 塙 は,意 思 決 定 の迅 速 化 を図 るべ く,コ ー ポ レー ト・ガ バ ナ ン ス の イ ノベ ー シ ョ ン を試 み

よ う と した 。 す な わ ち,相 談 役 制 度 と専 務 制 の 廃 止 に よ っ て,取 締 役 と常 務 とい う ラ ン ク の並 列 化

を実 現 し,そ れ に よ って 副 社 長 と担 当役 員 に よ る 日常 的 な 意 思 決 定 を可 能 に した。 さ らに,部 長 級

の 管 理 職 に よ っ て構 成 され た業 務 分 掌 整 備 プ ロ ジ ェ ク トチ ー ム が 設 置 さ れ た 。 それ に よ って,職 務

権 限 の 明確 化 が 図 られ るだ け で な く,管 理 職 に よ る個 人 的 か つ 迅 速 な意 思 決 定 が 促 進 され,間 接 部

門 の 人貝 を削 減 して い っ た。 さ ら に,塙 体 制 の 下,東 京 銀 座 の本 社 ビ ル新 館 や 関 連 会 社 株 な ど の 売

却 に よ っ て,資 産 圧 縮 も進 め られ て い っ た 。 こ の よ う な状 況 に お い て,日 産 は,野 球 選 手 の イ チ

t?一 （当 時オ リッ クス ・ブ ルー ウェー ブ,現 在 シア トル ・マ リナー ズ） を起 用 し,彼 が 発 す る 「変 わ らな

き ゃ」 とい う フ レ ー ズ が 注 目 をあ び る こ とに な っ た。 だ が,パ フ ォ ー マ ン ス が 大 幅 に 改善 され る こ

とは な く,そ の コマ ー シ ャ ル ・ペ ー パ ー （CP） は,苦 境 に お か れ て い た 都 市 銀 行 に 代 わ って,日 本

銀 行 が 買 い支 え て い る,と い うの が 実 情 で あ っ た。

 つ い に 日産 は,1999年3月 期 に277億 円 の赤 字 （連結 べ 一 ス） を計 上 す る に 至 っ た。1997年11月 に,

山 一 証 券 の 自主 廃 業 をマ ス ・メデ ィ ア をつ う じて 目の 当 た りに し た従 業 員 は,大 企 業 はつ ぶ れ な い,

とい う神 話 の 崩 壊 を感 じ取 っ た で あ ろ う。 そ れ だ け に,日 産 の赤 字 転 落 は,彼 らの あ い だ に危 機 感

              45）

の 高 揚 を もた ら した は ず で あ る。 さ ら に,追 い討 ち をか け る よ う に,1999年3月27日,日 産 は ル

ノー （Renault） との 資本 提 携 を発 表 し,ル ノー が6,430億 円 の 出 資 と22.5%の 日産 株 の 取 得 を行 う

こ とに な っ た 。 そ して5月 に な る と,従 業 貝 の ネ ー ム プ レー トや 社 内 の ポ ス ター な ど に “Renault

44） 以 下,塙 体 制 の 下 で進 め られ た 経 営 革 新 の 記 述 に つ い て は,グ ロ ー ビ ス 編 （2002） に ：負 う と こ ろ が

 大 き い0さ ら に,“Nissan Motor Co. Ltd.一2002”Harvard Business Schoo1 Case 9-303-042,2003.

 （慶 應 義 塾 大 学 ビ ジ ネ ス ・ス クー ル 訳 「日産 自動 車,2002年 」 慶 應 義 塾 大 学 ビ ジ ネ ス ・ス クー ル ） を参

 照 。

45）2003年3月 に カ ル ロ ス ・ゴー ン と と も に,共 同 会 長 と い う役 職 を つ い た 小 枝 至 副 社 長 は,「 （ニ ッ サ

 ン の 社 員 が ） い ち ば ん 危 機 感 を も っ た の は,山 一 証 券 が 倒 産 し た と き な ん で す よ。 ニ ッサ ン は つ ぶ れ

 な い とお も っ て い た の に,山 一 の よ う な大 企 業 が 一 夜 に し て つ ぶ れ て,そ れ で 危 機 感 を も っ た ん で す

 よ」 （前 屋2004,pp.35-36） と述 べ て い る。
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and Nissan join forces（ ノレノー と日産,力 強 い成 長 の ために）” とい うス ロー ガ ン が 記 され,内 部 環

境 の 変 化 が 促 され る こ とに な っ た （前屋2004） 。

 さ ら に,大 きな 内部 環 境 の 変 化 は,塙 社 長 自身 の 認 識 と意 思 決 定 に よ って もた ら され た。 この 点

に か ん して,彼 は 「営 業 に い わ せ れ ば,『 技 術 担 当 が,お 客 さ ん の 欲 しが る ク ル マ をつ くっ て よ』

とい う一 語 につ き る わ け です 。 と こ ろ が 技 術 担 当 の ほ うで は,『 お れ た ち は,い い もの をつ くって

い る。 売 れ な い の は,営 業 が だ ら しな い か ら だ』 と な る。 … … そん な こ と を言 い合 って い る あ い だ

は,な か な か トー タル と し て の 力 が で る わ け が な い 」 （前屋2004,pp.54-55） と述 べ,そ う し た 日

産 の 企 業 文 化 を 「他 責 の文 化 」 と呼 ん だ の で あ っ た 。 だ が彼 自身,企 業 文 化 とい う内 部 環 境 を変 革

す る努 力 を続 け て は きた もの の,外 部 環 境 に お け る競 争 の あ り方 が はや す ぎ て,変 革 の ス ピー ドが

追 い つ け な い,と い う認 識 を抱 い て い た よ うで あ る。

 さ らに 塙 社 長 は,「 組 織 は モ ノ カ ル チ ャー だ け で は う ま くい か な い ん で す よ。 … … 同 じ よ う な考

え の 仲 間 意 識 で い ま まで や って き た の で す が,こ れ に は 限 界 が あ り ます 。 … … ル ノー の シ ュバ イ

ツ ァー会 長 に 『ゴー ン氏 に来 て も らい た い 』 と私 が お 願 い を し ま し た。 ル ノー も百 年 の伝 統 を持 つ

会 社 で す 。 そ の ル ノー を大 改 革 の 末 に再 建 した ゴー ン氏 の変 革 の エ ネ ル ギ ー と ノウハ ウ を,日 産 に

も投 入 させ て も らい た い とお願 い した わ け です 。 … … 日産 とル ノー は 資本 提 携 した わ け です か ら,

ル ノー か ら見 れ ば 日産 が お か し くな っ て し ま っ て は 困 る。 そ こで ゴー ン 氏 を 出す の は つ ら い こ とだ

が 仕 方 な い とい う とこ ろ で決 断 して くれ た の で し ょ う」 （財部2000,pp,22-23） と述 べ て い た 。 し

た が って,塙 社 長 の 場 合,他 責 の 文 化 を変 革 す る努 力 を続 け て き たが,外 部 環 境 の変 化 が はや す ぎ

て う ま くいか な い た め に,経 営 改 革 の 経 験 を もつ だ け で な く,日 産 の悪 し き モ ノカ ル チ ャー に毒 さ

                          46）れ て
い な い ゴー ンに 変 革 の期 待 を こ め た とい っ こ とで あ ろ っ。 以 下 に お い て は,ゴ ー ンが 日産 に お

い て 試 み た企 業 制 度 の 変 化 に つ い て概 観 しよ う。

（b）企 業 制 度 の シ ス テ ム 的 変 化=「 私 」 で は な く 「私 た ち」 に よ る改 革

 結 果 的 に カ ル ロ ス ・ゴー ン は,1999年6月 にCOOに 就 任 す る こ とに な っ た 。 彼 自身,ル ノー と

日産 が 類 似 した 問題 を抱 え た2社 の完 璧 な 組 合 せ とみ な し,ル ノー に とっ て も ヨー ロ ッパ の17 カ

ル ・メー カー か ら グ ロー バ ル 企 業 へ と変 貌 を遂 げ る ため の チ ャ ン ス とみ な して い た （ゴー ン2001） 。

彼 の 認 識 に よ る と,日 産 の低 迷 を もた ら し た原 因 は,以 下 の5つ に求 め られ る こ とに な ろ う。 す な

わ ち,収 益 管 理 の徹 底 化 を図 る理 念 の 欠 如,顧 客 第 一 の 視 点 の 欠 如,セ ク シ ョナ リズ ム の 蔓 延 と ク

ロ ス ・フ ァ ン ク シ ョナ ル な組 織 の 機 能 不 全,従 業 員 間 の 危 機 感 の 欠 如,そ して 統 一 的 な ビ ジ ョン や

長 期 計 画 の 欠 如 が そ れ で あ る （大 富2002） 。 と りわ け,日 産 に とっ て の 根 本 的 な 問 題 は,経 営 者 が

46） 塙 社長 は,提 携 の交 渉 に際 して,以 下 の3点 につ いて死 守 した。 す なわ ち,日 産 の企業 名 は変 えな

 い,CEOは 日産 サ イ ドが 選 出す る,そ して企業 再 建 は 日産 の リー ダー シ ップ で行 う,が そ れ であ る

 （ゴー ン2001,p.143） 。
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方 向性 を見 失 い,利 益 を あ げ て い く うえ で な す べ き こ との 優 先 順 位 を理 解 で きて い な い こ とで あ っ

た が,彼 が 日産 に き た 頃 の 従 業 員 は,「 信 頼 で き る新 し い方 向 性 」 （ゴー ン2001,p.162） を 求 め て

い た の で あ る。

 ゴー ン社 長 は,経 営 者 の役 割 に つ い て,会 社 と従 業 員 の た め に,会 社 と従 業 員 の能 力 を最 大 限 に

発 揮 させ る こ とで あ り,で き るか ぎ り明確 な ガ イ ドラ イ ン の提 示 をつ う じて,従 業 員 に た いす る物

事 の 明確 化 と効 果 的 な行 動 を促 す こ とだ とみ な して い る。 と くに,会 社 再 建 の 場 面 で は,従 業 員 の

自身 とモ チ ベ ー シ ョ ン の結 合 が 重 要 で あ り,ト ップ ・マ ネ ジ メ ン トが 目標 達 成 に失 敗 した 場 合 の辞

任 を公 表 す る こ とに よ っ て,従 業 員 の モ チベ ー シ ョン の 高 揚 につ な が る,と 彼 は 考 え て い る よ うで

あ る （ゴー ン2004a,2004b,2004c,2004d,2004e） 。 こ の よ う な 観 点 か ら,彼 は 経 営 改 革 の た め に

        47）
3つ の ガ イ ドラ イ ン を発 表 した 。 第1に,1999年10月 に発 表 され た 日産 リバ イ バ ル プ ラ ン （NRP：

Nissan Revival Plan） で あ り,本 業 の存 続 と費 用 削減 の 実 行 を 目標 と して い た 。 第2に,2002年4

月 に 立 ち上 げ た 日産 ユ80で あ り,永 続 的 な成 功 の カ ギ と な る収 益 性 を と も な う企 業 成 長 を 目標 と し

て掲 げ て い た。 そ して,第3に,2005年4月 か らは じ ま る 日産 バ リュ ー ア ップ で あ り,グv一 バ ル

市 場 に お け る高 水 準 の パ フ ォ ー マ ン ス を確 実 にす る こ と を 目的 と して い る。NRPに つ い て は,す

で にす べ て の 目標 を達 成 した。 これ に た い して,日 産180に つ い て,2002年 度 の う ちに,年 間100万

台 の グ ロー バ ル販 売 台 数 を 除 い て,売 上 高 営 業 利 益 率8%と 有 利 子 負 債0と い う2つ の 目標 の 実 現

    48）
に成 功 した 。 は た して,ゴ ー ン社 長 は,こ れ まで にNRPと 日産180を つ う じて,い か な る企 業 制

度 の変 化 を導 い た の で あ ろ うか 。 企 業 （経 営 者） と従 業 員 を プ レ イ ヤ ー と した 人 的 資 源 政 策,企 業

（経 営 者） と株 主 を プ レ イ ヤー と した ガ バ ナ ン ス ・所 有,従 業 員 の モ チ ベ ー シ ョ ンや コ ミュ ニ ケ ー

シ ョン に 関 連 した 組 織 ・生 産 プ ロセ ス,そ し て市 場 環 境 に適 合 的 な戦 略 とい っ た さ ま ざ ま な ドメ イ

ン に お い て,断 片 的 で は な く,む しろ シ ス テ ム 的 な 企 業 制 度 の 変 化 が 生 じ た こ とが理 解 で き よ う。

 こ こで,日 産 に お け る企 業 制 度 の シ ス テ ム 的 変 化 の プ ロ セ ス をふ ま え た う え で,幾 分 プ リ ミテ ィ

ブ な ス ー パ ー モ ジュ ラー 分 析 を試 み る こ と に しよ う。21世 紀 をむ か え て,伝 統 的 な特 徴 を もつ 日本

企 業 （J型企業 ） は,経 済 の グ ロ ー バ ル 化 やICT（ 情報 ・通信 技術 ） の 発 展 に 代 表 さ れ る環 境 変 化 の

下,新 し い タ イ プ の 企 業 （N型 企業 ）へ と進 化 を遂 げ つ つ あ る （表1） 。 た と え ば,日 産 の 場 合,ル

ノー との 資 本 提 携 をつ う じて,カ ル ロ ス ・ゴー ン とい う創 造 的破 壞 の 推 進 者 が 派 遣 され る こ とに な

り,一 連 の組 織 イ ノベ ー シ ョ ン が 生 み 出 され るに 至 っ た 。 と くに,現 在 進 化 を遂 げ つ つ あ るN型

企 業 の 場 合,資 本 効 率 を重 視 す る コー ポ レー ト ・ガ バ ナ ン ス を志 向 し,株 価 や 収 益 性 を市 場 評 価 の

指 標 と して 重 視 しつ つ あ る。 か く して,N型 企 業 の 経 営 者 は,資 本 効 率 の 増 大 や 改 善 を 目 的 と し

47） 詳 し くは,Magee（2003）,峰 （2003）,お よびhttp：//www.nissan-global.com/JP/COMPANY/

 MESSAGEを 参 照 。

48） ゴー ンの就 任後,ブ ルー バー ドシル フ ィか らテ ィアナ な どに至 る新 型 車 が発表 されて い る。 日産 の

 自動 車 の イメー ジ を刷 新 す るため に,中 村 史郎 をヘ ッ ドハ ンテ ィン グに よって デザ イ ン本 部長 に据 え

 た。新 型車 の詳細 に つ いては,小 川 （2003） を参 照。
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表1 企業制度のシステム的変化

J型 企業の制度的特徴 N型 企業の制度的特徴

コー ポ レー ト ・ガ バ

ナ ン ス

（従業 員重 視）多元 的 コー ポ レー ト ・

ガバ ナ ンス,経 営 者支 配,株 式相 互

持合,メ インバ ン ク制,内 部取 締役

（株 主重視 ）一 元的 コー ポレー ト ・ガ

バナ ンス,所 有者 支配,社 外取締 役

人的資源政策 終 身雇用 制,年 功 賃金,企 業業 績連

動型 ボー ナ ス

（擬似 ）ス トック ・オ プ シ ョン,管 理

職 年 俸 制,個 人 ・企 業 業 績 連 動 型

ボー ナ ス

組織構造 セ クシ ョナ リズ ム ク ロ ス ・フ ァ ン ク シ ョナ ル ・チ ー ム

（CFT）

て,さ まざまな ドメインにおいて適切な変数を選択し,企 業制度の全体的な補完性につながるよう

な組織デザインを模索 している。

 表1に おいて,N型 企業のコーポレー ト・ガバナンスの ドメインで決定された目的関 fは,資

本効率 を表 している。経営者は,fを 最大化するような組織デザインの諸変数 を選択する。以下 に

おいては,簡 単化のために,人 的資源政策 と組織構造 という2つ の ドメインにかんする選択変数に

限定 したうえで,分 析 を進めてい くことに しよう。そこで,人 的資源政策 を変 hで 表す。 この

変数は,成 果主義を採用するか しないか,に よって0な いしp（p>0） の値 をとるものと仮定 しよ

う。さらに,組 織構造 を変数sで 表す。この変数 は,ア クティビティ間の補完性拡張の可能性 に

応じて,0な いしC（C>0） の値 をとるもの と仮定 しよう。か くして,企 業の目的関数は,f（h, S）

になる。

 この とき,定 義5で 定めた差分増加性が成 り立つ,す なわち以下の不等式が成立することを確か

める必要がある。すなわち,

f（0,C）_f（0,0）<f（p, C）一!（p,0）.

こ の 不 等 式 の 左 辺 は,成 果 主 義 を採 用 して い な い （す な わ ち,h=0） 場 合,ア ク テ ィ ビテ ィ間 の 補

完 性 を拡 張 可 能 とす る （す なわ ち,S-0か らS=Cに 変化 させ る） こ とに よ っ て え られ る資 本 効 率 の

上 昇 の 程 度 を表 し て い る。 これ に た い して,右 辺 は,成 果 主 義 を採 用 した （す な わ ち,h-p） 場 合,

ア ク テ ィ ビ テ ィ 間 の 補 完 性 を拡 張 可 能 とす る （す なわ ち,S-0か らS=Cに 変化 させ る） こ とに よ っ

て え られ る 資本 効 率 の上 昇 の 程 度 を表 し て い る。

 そ こ で,不 等 式 の両 辺 を比 較 して,右 辺 の値 が 大 き くな る理 由 に つ い て は,た とえ ば以 下 の よ う

な もの が 考 え られ る。 す な わ ち,組 織構 造 の ドメ イ ン で ク ロス ・フ ァ ン ク シ ョナ ル ・チ ー ム （CFT）

を採 用 す る と,セ ク シ ョ ン間 の 情 報 フ ロー や ア クテ ィ ビ テ ィの 実 現 を妨 げ て い た 壁 や 障 害 が 除 去 さ
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れ,従 業員の知識利用や新 しいアクティビティを促進す るような機会が増えるであろう。たとえば,

日産の場合,「 他責の文化」 という言葉に象徴 されていたように,営 業部門と開発部門などといっ

た異なるセクション,な いし異なるアクティビティが うまく連結されず,市 場のニーズが製品の開

発 ・デザインに反映されることはなかった。 しかし,CFTに よって,セ クショナ リズムの下では未

利用のままであった,従 業員のケイパビリティが新 しいアクティビティのために利用される可能性

が高まった。だが,従 業員がイノベーションに向けて,従 来 とは異質な新 しいアクティビティに着

手したとして も,そ うした努力が適切に評価 され,何 らかの報酬につなが らなければ,CFTの 意

図を持続的に実効化 してい くことは困難であろう。しか しながら,人 的資源政策の ドメインで成果

主義の方針が採用され,適 切 なインセンティブ・システムがデザインされるのであれば,CFTに よ

るアクティビティ拡張が資本効率の上昇にたいして及ぼす影響 は,よ り一層促進 されると考えられ

よう。こうした状況の下,差 分増加性の成立が明らかにな り,定 理1よ りスーパーモジュール性が

満たされることになる。

 つまり,資 本効率 を評価尺度 として考 えた場合,人 的資源政策における成果主義の採用 と,組 織

構造におけるアクティビティ間の補完性拡張の政策 とは,（定義4の 意味で）相互に働 きを強めあ う

制度配置になっている,と 判断 してよかろう。 このように,ご くプ リミティブなモデルをつ うじて

も,企 業制度の分析や実際上のデザインにおいて,ス ーパーモジュラー分析は,有 効 な枠組だとみ

なせ るのである。

 ここで,日 産のケースに立ち戻 ることにしよう。辻社長は,問 題 を発見できたのだが,そ の解決

には至 らなかった。塙社長は,そ れが解決できる問題ではないことを発見 したので,ル ノーの資本

提携 とカルロス・ゴーンによる外部の変革力に期待 をこめた。そ して,ゴ ーン社長は,問 題の解決

に一定の成功 をおさめたのであるが,自 らが日産のアウ トサイダーの経営者であったことについて,

以下のように述べている。すなわち,「アウ トサイダーなら,社 内の人々が慣習や しきた りや人間

関係 に惑わされて,本 来あるべ き優先順位や責任 をまっとうできずにいるなかで,冷 静に物事 を見

つめることがで きる。そして,優 先順位を組み直 し,長 年のあいだに定着 してきた余分で無駄なや
                     つ

り方 を切 り捨 て る こ とが で き る の で あ る。 … … 私 は,全 社 員 を統 率 す る単 一 の リー ダー シ ップ の 確
                      

立に努めた。それ と同時に,私 たちが進めると決めた計画を実行す るために人々に権 限を委譲 し

た」（ゴーン2001,pp.222-224： 傍点著者）と。企業制度のシステム的変化 は,「私たち」であるこ

とを率先す る経営者の明確 なビジョンの下,各 個人が単なる 「私」から 「私たち」への意識改革を

実現し,問 題の発見 と解決に向けて行動するプロセスなしには実現 しないと言えよう。

5.結 語

経済のグローバル化 とネッ トワーク化が急速に進展 している現在,企 業の効率性や競争力の源泉
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として,補 完性一 企業内のアクティビティ間をはじめとして,国 家経済問に及ぶ もの一 が,注

目されつっある。にもかかわらず,本 稿でも確認 したように,企 業制度の補完性についての本格的

な議論は,1990年 代にスタンフォー ド学派 を中心にして,ス ーパーモジュール性の概念 を用いた研

究によって,端 緒が開かれたばか りなのである。

 本稿では,ス ーパーモジュラー分析に着 目して,そ の意義,数 学的基礎,そ して応用可能性につ

いて論 じてきた。ここでの 目的の1つ として,補 完性概念の重要性 を多面的に検討 し,ス ーパーモ

ジュール性の重要性 を具体的に示すことであった。企業や産業にたいするスーパーモジュラー分析

の応用可能性は,は か りしれないほど大 きい。しか し,そ の問題点が存在す ることも確かである。

今後は,そ の有用性 と限界をよ り具体的に探 ることが研究課題 として残されている。この点につい

て,た とえば,組 織内のインセンティブ ・システムや情報構造のデザイン加えて,知 識 とコーディ

ネーションの問題なども枠組に取 り入れた理論にたいして,豊 かな企業経営の現実 を対峙させ るこ

とによって,わ れわれの研究内容 をより深めていくことを考 えている。




